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いずれも国が定めた基準内に収ま
り、町の財政は健全な状態であると
認められました。

健全化判断比率とは
　　財政の早期健全化や再生の必要
　　性を判断するための指標

資金不足比率とは
　　町の公営企業の資金不足をその
　　事業規模と比較して指標化した
　　もの

平成 30 年度決算総額は、
　歳入が 153 億円
　歳出が 145 億円
　　　　　　になりました。

一般会計とは
　　福祉や教育など住民に広く行わ
　　れる事業に係る会計のこと

特別会計とは
　　特定の事業を行う場合、一般会
　　計と区分して経理する会計のこと

◆特別会計の決算状況
会計区分 歳⼊決算額 歳出決算額

国⺠健康保険 33 億   768 万円 32 億 5,159 万円
後期⾼齢者医療 2 億   546 万円 2 億       25 万円
介 護 保 険 17 億 9,100 万円 17 億     417 万円
中央⼟地区画 1 億 7,464 万円 1 億 3,213 万円
農業集落排⽔ 3 億 3,408 万円 3 億 3,306 万円
下 ⽔ 道 4 億    855 万円 3 億 9,575 万円

◆⽔道事業会計の決算状況
区 分 収⼊決算額 ⽀出決算額

収益的会計 5 億   424 万円 3 億 2,139 万円
資本的会計 0 7,765 万円

◆⼋千代町の健全化判断⽐率
⼋千代町 早期健全化基準 財政再⽣基準

実 質 ⾚ 字 ⽐ 率 − 14.85％ 20.00％
連結実質⾚字⽐率 − 19.85％ 30.00％
実質公債費⽐率 6.8％ 25.0  ％ 35.0  ％
将 来 負 担 ⽐ 率 63.0％ 350.0  ％      −
※ ⾚字額がないため、実質⾚字⽐率と連結実質⾚字⽐率は「−」と
表⽰しています

◆⼋千代町会計別資⾦不⾜⽐率
⽔道 下⽔道 農業集落排⽔ 中央⼟地区画

資⾦不⾜⽐率 − − − −
経営健全化基準 20.0％
※資⾦不⾜額がないため、資⾦不⾜⽐率は「−」と表⽰しています。

健全化判断⽐率及び資⾦不⾜⽐率特別会計
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歳入
85 億

7,718 万円

町税
28 億 6,057 万円
（33.4％）

繰越⾦
4 億 9,870 万円
（5.8％）

繰⼊⾦ 5 億 3,076 万円 （6.2％）
諸収⼊ 2 億        8 万円（2.3％）
その他 3 億 1,661 万円（3.7％）

歳⼊決算額の内訳⼀般会計

地⽅交付税
17 億 883 万円
（19.9％）

     国庫⽀出⾦
7 億 9,254 万円
（9.2％）

町債 4 億 8,657 万円（5.7％）
      県⽀出⾦
5 億 7,564 万円（6.7％）

地⽅消費税交付⾦  3 億 7,995 万円 （4.4％）
地⽅譲与税  1 億 4,994 万円 （1.8％）
その他 7,699 万円 （0.9％）

財政状況のお知らせ 平成 30 年度決算状況
健全化判断⽐率及び資⾦不⾜⽐率

 令和元年町議会第３回定例会で、平成 30年度の一般会計をはじめとする各会計の決算について審査され、決
算が認定されました。「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、健全化判断比率・資金不足比率
と平成 30年度決算状況についてお知らせします。

※本文および図表などは、千の位を四捨五入しています。

歳出
80 億

8,585 万円

⺠⽣費
25 億 5,688 万円
（31.6％）

総務費
13 億 4,205 万円
（16.6％）

⼟⽊費
6 億 6,838 万円
（8.3％）

衛⽣費
5 億 9,990 万円
（7.4％）

公債費
5 億 7,499 万円
（7.1％）

農林業費
4 億 5,567 万円
（5.6％）

教育費
11 億 8,254 万円
（14.6％）

歳出決算額の内訳
消防費 3 億 5,123 万円 （4.4％）
議会費 1 億 1,297 万円（1.4％）
その他 2 億 4,124 万円 （3.0％）


